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事業報告 
 
ソフトバンクグループ㈱の現況 
   業務の適正を確保するための体制および当該体制の運用状況の概要 
ソフトバンクグループ㈱の業務の適正を確保するための体制および当該体制の運用状況の概
要は、次のとおりです。 
 

【１】業務の適正を確保するための体制 
１．取締役・使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制 
ソフトバンクグループ㈱は、法令の遵守にとどまらず、高い倫理観に基づいた企業活動を
行うため、すべての取締役・使用人が遵守すべきコンプライアンスに関する行動規範として、 
｢ソフトバンクグループ役職員・コンプライアンスコード」を定めるとともに、コンプライア
ンス体制の継続的な強化のため、以下の体制を整備する。 
① チーフ・コンプライアンス・オフィサー（CCO）を選任し、CCOはソフトバンクグ
ループ㈱のコンプライアンス体制の確立・強化に必要な施策を立案・実施するととも
に、定期的にコンプライアンスに関する課題・対応状況を取締役会に報告する。 

② 取締役・使用人が直接報告・相談できる社内外のホットライン（内部通報窓口）を設
置し、企業活動上の不適切な問題を早期に発見・改善し、再発防止を図る。なお、ソ
フトバンクグループ㈱は、「ソフトバンクグループコンプライアンス規則」において、
ホットラインに報告・相談を行ったことを理由として不利な取扱いをすることを禁止
することにより、報告・相談を行った者が不利な取扱いを受けないことを確保する。 

③ 内部監査部門は、法令および定款の遵守体制の有効性について監査を行い、監査結果
を社長、担当取締役に報告する。また、当該監査結果を監査役に提供することにより、
監査役と連携を図る。 

 
２．取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制 
ソフトバンクグループ㈱は、取締役会議事録や稟議書など、取締役の職務執行に係る文書
およびその他の重要な情報について、適切に保存・管理するため、以下の体制を整備する。 
① ｢情報管理規程」に基づき、保存の期間や方法、事故に対する措置を定め、機密度に応
じて分類のうえ保存・管理する。 

② 情報セキュリティ責任者であるチーフ・インフォメーション・セキュリティ・オフィ
サー（CISO）を選任し、CISOは情報セキュリティ体制の確立・強化を推進する。 
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３．損失の危険の管理に関する規程その他の体制 
ソフトバンクグループ㈱は、事業運営における様々なリスクに対し、回避、軽減その他の
必要な措置を行うため、以下の体制を整備する。 
① ｢リスク管理規程」に基づき、各リスクに対応する責任部門を特定し、各責任部門にお
いてリスクの管理を行い、リスクの低減およびその未然防止を図るとともに、緊急事
態発生時においては、所定のエスカレーションフローに則り、緊急対策本部を設置し、
緊急対策本部の指示のもと、被害（損失）の最小化を図る。 

② 総務部は、各責任部門で実施したリスクに対する評価・分析および対策・対応につい
ての進捗状況を取りまとめ、その結果を定期的に取締役会に報告する。 

③ 内部監査部門は、リスク管理プロセスの有効性について監査を行う。 
 
４．取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 
ソフトバンクグループ㈱は、効率的な運営体制を確保するため、以下の体制を整備する。 
① ｢取締役会規程」を定め、取締役会の決議事項および報告事項を明確にするとともに、 

｢稟議規程」等の機関決定に関する規程を定め、決裁権限を明確にする。 
② 業務執行の監督機能を強化し、経営の客観性を向上させるため、取締役会に独立した
立場の社外取締役を含める。 

③ 社外取締役を含む取締役が取締役会において十分に審議できるようにするため、取締
役会資料を事前に送付するとともに、取締役から要請があった場合には、取締役会資
料に追加・補足を行う。 

④ ｢業務分掌および職務権限に関する規程」を定め、業務遂行に必要な職務の範囲および
権限と責任を明確にする。 

 
５．当社グループにおける業務の適正を確保するための体制 
ソフトバンクグループ㈱は、グループの基本思想、理念の共有を図る「ソフトバンクグル
ープ憲章」、およびグループ会社に対する管理方針・管理体制等を規定する「ソフトバンクグ
ループグループ会社管理規程」を定めるとともに、グループ会社およびその取締役・使用人
が遵守すべき各種規則等を定め、グループ会社の規模や重要性等に鑑み、以下の体制を整備
する。 
 
① 当社グループのコンプライアンスの総責任者であるグループ・コンプライアンス・オ
フィサー（GCO）を選任し、GCOはグループ全体のコンプライアンス体制の確立・
強化を推進する。また、グループ会社の取締役・使用人からの報告・相談を受け付け
るグループホットラインを設置し、企業活動上の不適切な問題を早期に発見・改善し、
再発防止を図る。なお、ソフトバンクグループ㈱は、「ソフトバンクグループコンプラ
イアンス規則」において、グループホットラインに報告・相談を行ったことを理由と
して不利な取扱いをすることを禁止することにより、報告・相談を行った者が不利な
取扱いを受けないことを確保する。 
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② 当社グループの情報セキュリティの総責任者であるグループ・チーフ・インフォメー
ション・セキュリティ・オフィサー（GCISO）を選任し、GCISOはグループ全体の情
報セキュリティ体制の確立・強化を推進する。 

③ グループ各社の代表者からのソフトバンクグループ㈱に対する財務報告に係る経営者
確認書の提出を義務付けることにより、グループ全体としての有価証券報告書等の内
容の適正性を確保する。 

④ 内部監査部門は、過去の監査実績のほか、財務状況等を総合的に判断し、リスクが高
いと判断するグループ各社に対して監査を行う。 

⑤ グループ各社においてリスクの管理を行い、リスクの低減およびその未然防止を図る
とともに、緊急事態発生時においては、ソフトバンクグループ㈱に対するエスカレー
ションフローに則り、ソフトバンクグループ㈱の指示のもと、被害（損失）の最小化
を図る。 

 
６．反社会的勢力排除に向けた体制 
ソフトバンクグループ㈱は、「ソフトバンクグループ役職員・コンプライアンスコード」に
おいて、社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力とは一切の関わりを持たない方針を
明示するとともに、不当要求などを受けた場合は、総務部を対応窓口として、警察等の外部
専門機関と連携し、毅然とした態度で臨み、断固として拒否する。 
 
７．監査役の職務を補助すべき使用人に関する体制、当該使用人の取締役からの独立性に関
する事項および当該使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項 
ソフトバンクグループ㈱は、監査役の職務を補助する組織として監査役室を設置し、専属
の使用人を配置する。また、当該使用人への指揮・命令は監査役が行うことにより、指示の
実効性を確保するものとし、その人事異動・人事評価等は監査役の同意を得る。 
 
８．監査役への報告体制 
ソフトバンクグループ㈱の取締役および使用人は、監査役に対して、次の事項を報告する。 
① ソフトバンクグループ㈱および当社グループに関する経営・財務・事業遂行上の重要
事項 

② コンプライアンス体制に関する事項およびホットライン利用状況 
③ 内部統制システムの整備状況 
④ 会社に著しい損害を及ぼすおそれのある事項 
⑤ 法令･定款違反事項 
⑥ 内部監査部門による監査結果 
⑦ その他監査役がその職務遂行上報告を受ける必要があると判断した事項 



 

― 6 ― 

９．その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制 
① ソフトバンクグループ㈱は、監査役が必要と認めた場合、当社グループの取締役およ
び使用人にヒアリングを実施する機会を設ける。また、監査役は、会計監査人や重要
な子会社の監査役等との定期的な会合を設け連携を図る。 

② ソフトバンクグループ㈱は、「ソフトバンクグループコンプライアンス規則」において、
監査役に報告・相談を行ったことを理由として不利な取扱いをすることを禁止するこ
とにより、報告・相談を行った者が不利な取扱いを受けないことを確保する。 

③ 会計監査人・弁護士等に係る費用その他の監査役の職務の執行について生じる費用は、
ソフトバンクグループ㈱が負担する。 

 
【２】業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要 
１．コンプライアンスに関する事項 
ソフトバンクグループ㈱および当社グループの取締役・使用人を対象としたコンプライア
ンス研修ならびにGCOからCCOに対するコンプライアンス体制の強化のための情報提供、
必要に応じた助言等を継続的に実施している。また、ソフトバンクグループ㈱および当社グ
ループの取締役・使用人が直接報告・相談できるホットラインの設置・運用を通して、当社
グループ全体のコンプライアンスの実効性確保に努めている。なお、これらの施策の効果に
ついて随時検証し、改善を行っている。 
 
２．リスク管理に関する事項 
｢リスク管理規程」に基づき、ソフトバンクグループ㈱における各リスクに対応する責任部
門においてリスクの管理を行い、リスクの低減およびその未然防止を継続的に図っているほ
か、総務部が各責任部門で実施したリスクに対する評価・分析および対策・対応についての
進捗状況を取りまとめ、その結果を定期的に取締役会に報告している。当社グループ各社に
おいても各社でリスクの管理を行い、リスクの低減およびその未然防止を継続的に図ってい
る。 
 
３．内部監査に関する事項 
内部監査部門により、ソフトバンクグループ㈱の法令および定款の遵守体制・リスク管理
プロセスの有効性についての監査を行うほか、リスクが高いと判断するグループ各社への監
査を継続して実施しており、監査結果を都度社長に報告している。 
 
４．取締役・使用人の職務執行に関する事項 
｢取締役会規程」「稟議規程」「業務分掌および職務権限に関する規程」等の社内規程に基づ
き、ソフトバンクグループ㈱の取締役・使用人の職務執行の効率性を確保しているほか、取
締役会においては独立した立場の社外取締役を含め十分に審議できる環境を確保している。 
 
５．監査役の職務執行に関する事項 
監査役はソフトバンクグループ㈱の重要な会議に出席し、必要に応じてソフトバンクグル
ープ㈱および当社グループの取締役および使用人にヒアリングをする機会を設けるほか、会
計監査人や重要な子会社の監査役等との定期的な会合を設け連携を継続的に図ることで、監
査の実効性を確保している。 
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連結持分変動計算書 
(2016年３月31日に終了した１年間)

（単位：百万円）  
 

親会社の所有者に帰属する持分 
資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式

2015年４月１日 238,772 374,845 1,740,686 △48,383
包括利益  
純利益 － － 474,172 －
その他の包括利益 － － － －

包括利益合計 － － 474,172 －
所有者との取引額等  
剰余金の配当 － － △47,261 －
その他の包括利益累計額から利益剰余金への振替 － － 342 －
自己株式の取得及び処分 － － △1,316 △266,369
企業結合による変動 － － － －
支配喪失による変動 － － － －
支配継続子会社に対する持分変動 － △128,912 － －
関連会社の支配継続子会社に対する持分変動 － 15,736 － －
株式に基づく報酬取引 － △3,457 － －
その他 － 3,022 － －

所有者との取引額等合計 － △113,611 △48,235 △266,369
2016年３月31日 238,772 261,234 2,166,623 △314,752
 

 
親会社の所有者に帰属する持分

非支配持分 資本合計 その他の包括
利 益 累 計 額 合計 

2015年４月１日 540,386 2,846,306 1,006,871 3,853,177
包括利益  
純利益 － 474,172 84,069 558,241
その他の包括利益 △278,308 △278,308 △20,341 △298,649

包括利益合計 △278,308 195,864 63,728 259,592
所有者との取引額等  
剰余金の配当 － △47,261 △46,719 △93,980
その他の包括利益累計額から利益剰余金への振替 △342 － － －
自己株式の取得及び処分 － △267,685 － △267,685
企業結合による変動 － － 54,409 54,409
支配喪失による変動 － － △96,060 △96,060
支配継続子会社に対する持分変動 － △128,912 △94,567 △223,479
関連会社の支配継続子会社に対する持分変動 － 15,736 － 15,736
株式に基づく報酬取引 － △3,457 5,943 2,486
その他 － 3,022 △1,947 1,075

所有者との取引額等合計 △342 △428,557 △178,941 △607,498
2016年３月31日 261,736 2,613,613 891,658 3,505,271
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株主資本等変動計算書 
( 2015年４月１日から2016年３月31日まで )

       (単位：百万円) 

 

株     主     資     本 

資 本 金 

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

自 己 株 式 株 主 資 本合 計資 本 
準 備 金 

資 本
剰 余 金
合 計

利 益
準 備 金

そ の 他
利 益
剰 余 金

利 益 
剰 余 金 
合 計 繰 越 利 益

剰 余 金
2 0 1 5 年４月１日  
残 高 238,772 472,079 472,079 1,414 229,282 230,696 △48,383 893,164

事業年度中の変動額      

剰余金の配当 － － － － △47,261 △47,261 － △47,261

当 期 純 利 益 － － － － 779,783 779,783 － 779,783

自己株式の取得 － － － － － － △269,214 △269,214

自己株式の処分 － － － － △1,316 △1,316 2,845 1,529
株 主 資本以外の 
項 目 の 
事 業 年 度 中 の 
変 動 額 ( 純 額 ) 

－ － － － － － － －

事 業 年 度 中 の 
変 動 額 合 計 － － － － 731,205 731,205 △266,369 464,836
2016 年３月 31 日 
残 高 238,772 472,079 472,079 1,414 960,487 961,901 △314,752 1,358,000

 

 

評 価 ・ 換 算 差 額 等

新 株 予 約 権 純 資 産 合 計そ の 他 
有 価 証 券 
評 価 差 額 金 

繰 延 ヘ ッ ジ
損 益

評 価 ・ 換 算
差 額 等 合 計

2015 年４月１日 
残 高 1,232 △67 1,165 364 894,693

事業年度中の変動額   

剰余金の配当 － － － － △47,261

当 期 純 利 益 － － － － 779,783

自己株式の取得 － － － － △269,214

自己株式の処分 － － － － 1,529

株主資本以外の 
項 目 の 
事 業 年 度 中 の 
変 動 額 ( 純 額 ) 

1,284 △2 1,282 △344 938

事 業 年 度 中 の 
変 動 額 合 計 1,284 △2 1,282 △344 465,774
2016 年３月 31 日 
残 高 2,516 △69 2,447 20 1,360,467
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連結注記表 
 
（連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等） 
1. 連結計算書類の作成基準 

ソフトバンクグループ㈱および子会社の連結計算書類は、会社計算規則第120条第１項
の規定により、国際会計基準（以下「IFRS｣）に準拠して作成しています。なお、本連結計
算書類は同項後段の規定により、IFRSで求められる開示項目の一部を省略しています。 
 
なお、本連結注記表において、文脈上別異に解される場合または別段の記載がある場合
を除き、以下の社名または略称は以下の意味を有します。 

社名または略称 意味
「ソフトバンクグループ㈱」(注) ソフトバンクグループ㈱(単体)
「当社」 ソフトバンクグループ㈱および子会社 
※以下の略称の意味は、それぞれの会社の傘下に子会社がある場合、それらを含み
ます。 
「スプリント」 Sprint Corporation
「スプリント・コミュニケーシ
ョンズ」 

Sprint Communications, Inc. 

「ブライトスター」 Brightstar Global Group Inc.
「クリアワイヤ」 Clearwire Corporation
「スーパーセル」 Supercell Oy
「アリババ」 Alibaba Group Holding Limited 
「ガンホー」 ガンホー・オンライン・エンターテイメント㈱ 
 
（注）2015年７月１日付で社名をソフトバンク㈱からソフトバンクグループ㈱へ変更しま

した。本連結注記表においては、社名変更前の取引に関する情報を含め、社名を 
｢ソフトバンクグループ㈱」で統一表記しています。 

 
2. 連結の範囲に関する事項 

連結子会社の数 739社 
主要な連結子会社の名称 
ソフトバンクグループジャパン合同会社、ソフトバンクグループインターナショナル
合同会社、ソフトバンク㈱ (注１)、Sprint Corporation、ヤフー㈱、Brightstar 
Global Group Inc.、SoftBank Group International Limited（注２） 
 

新たに連結子会社となった主な会社の名称および新規連結の理由 
SoftBank Group International Limited（注２) 新規設立による 
アスクル㈱ アスクル㈱の自己株式取得に伴う議

決権保有比率の上昇による 
㈱一休 新規取得による 
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連結の範囲から除外された主な会社の名称および連結除外の理由 
ガンホー・オンライン・エンターテイメント㈱
(注３) 

保有株式の同社への譲渡と質権解除
の合意の履践に伴う持分法適用会社
への異動による 

ソフトバンクBB㈱、ソフトバンクテレコム㈱、
ワイモバイル㈱（注１） 

吸収合併により消滅したことによる

BBモバイル㈱、モバイルテック㈱（注４） 吸収合併により消滅したことによる
 

（注１）2015年４月１日を効力発生日として、子会社であるソフトバンクモバイル㈱、
ソフトバンクBB㈱、ソフトバンクテレコム㈱およびワイモバイル㈱は、ソフト
バンクモバイル㈱を存続会社とする吸収合併方式により合併し、2015年７月
１日付で社名をソフトバンクモバイル㈱からソフトバンク㈱に変更しました。 

（注２）2016年４月27日にSoftBank Group Capital Limitedに社名変更しています。 
（注３）2015年６月１日の持分法適用関連会社への異動までの期間における同社の経

営成績は、連結損益計算書において、継続事業と区分し非継続事業として表示
しています。詳細は、｢(連結損益計算書に関する注記) 4.非継続事業」をご参照
ください。 

（注４）2015年12月１日を効力発生日として、子会社であるBBモバイル㈱、モバイル
テック㈱は、ソフトバンクグループ㈱を存続会社とする吸収合併方式により合
併し消滅しました。 

 
3. 持分法の適用に関する事項 

持分法適用会社の数 131社 
主要な持分法適用会社の名称 
Alibaba Group Holding Limited 
 

持分法適用の範囲となった主な会社の名称および持分法適用の理由 
ガンホー・オンライン・エンターテイメント㈱ 保有株式の同社への譲渡と質権解除

の合意の履践に伴う連結子会社から
の異動による 

Social Finance, Inc. 新規取得による 
 

持分法適用の範囲から除外された主な会社の名称および持分法除外の理由 
アスクル㈱ 連結子会社化による 
 

持分法を適用しない主な関連会社の名称および理由 
Jasper Infotech Private Limited
ANI Technologies Private Limited
Grab Inc. 
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持分法を適用していない理由 
当該関連会社に対する優先株式投資は、普通株式投資と特徴が実質的に異なるため、
純損益を通じて公正価値で測定する金融資産に指定し会計処理しています。 

 
4. 持分法適用会社の事業年度等に関する事項 

関連会社のアリババについては、同社との契約などにより、同社の報告期間を統一する
ことが実務上不可能であるため、報告期間が３カ月相違した同社の財務諸表に持分法を適
用しています。なお、同社が公表した当該期間差における重要な取引又は事象については、
必要な調整を行っています。 

 
5. 会計方針に関する事項 
（1）金融資産の評価基準および評価方法 
ａ. 金融資産 
金融資産は当初認識時において公正価値で測定しています。純損益を通じて公正価値

で測定する金融資産（以下「FVTPLの金融資産｣）を除き、金融資産の取得に直接起因す
る取引コストは、当初認識時において、金融資産の公正価値に加算しています。FVTPL
の金融資産の取得に直接起因する取引コストは純損益で認識しています。 
 
b. 非デリバティブ金融資産 
非デリバティブ金融資産は、｢FVTPLの金融資産｣、｢満期保有投資｣、｢貸付金及び債権」
または「売却可能金融資産」に分類しています。この分類は、金融資産の性質と目的に
応じて、当初認識時に決定しています。 

 
（a）FVTPLの金融資産 

金融資産は、売買目的保有であるか、またはFVTPLの金融資産に指定した場合に、
｢FVTPLの金融資産」に分類しています。 
売買目的保有には、デリバティブ以外の金融資産で、主として短期間に売却する
目的で取得した金融資産を分類しています。 
FVTPLの金融資産には、文書化されたリスク管理方針または投資戦略に従った投
資管理を行い、その実績を公正価値で測定し、これに基づいた業績評価および投資
判断をマネジメントが行っている金融資産を指定しています。また、組込デリバテ
ィブを主契約から分離することを要求されているものの、取得時もしくはその後の
期末日現在のいずれかにおいて、その組込デリバティブを分離して測定できない金
融資産について、その混合契約全体をFVTPLの金融資産に指定しています。 
当初認識後、FVTPLの金融資産は公正価値で測定し、公正価値の変動から生じる
評価損益、配当収益および利息収益は純損益で認識しています。 

 
（b）満期保有投資 

支払額が固定されているかまたは決定可能であり、かつ満期日が確定しているデ
リバティブ以外の金融資産のうち、満期まで保有する明確な意図と能力を有するも
のは「満期保有投資」に分類しています。 
当初認識後、満期保有投資は実効金利法による償却原価から減損損失を控除した
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金額で測定しています。実効金利法による利息収益は純損益で認識しています。 
 
（c）貸付金及び債権 

支払額が固定されているかまたは決定可能なデリバティブ以外の金融資産のうち、
活発な市場での公表価格がないものは「貸付金及び債権」に分類しています。 
当初認識後、貸付金及び債権は実効金利法による償却原価から減損損失を控除し
た金額で測定しています。実効金利法による利息収益は純損益で認識しています。 
 

（d）売却可能金融資産 
以下のいずれかに該当する場合には「売却可能金融資産」に分類しています。 
・「売却可能金融資産」に指定した場合 
・「FVTPLの金融資産｣、｢満期保有投資」および「貸付金及び債権」のいずれに
も分類しない場合 

当初認識後、売却可能金融資産は公正価値で測定し、公正価値の変動から生じる
評価損益は、その他の包括利益で認識しています。売却可能金融資産に分類された
貨幣性金融資産から生じる為替差損益、売却可能金融資産に係る実効金利法による
利息収益および受取配当金は、純損益で認識しています。 

 
（e）金融資産の減損 

FVTPLの金融資産以外の金融資産のうち、売却可能金融資産に分類された資本性
金融商品は期末日および各四半期末日ごとに、それ以外の資産は期末日に減損の客
観的証拠の有無を判断しています。金融資産について、客観的証拠により当初認識
後に損失事象の発生があり、かつその事象による金融資産の見積将来キャッシュ・
フローへのマイナスの影響が合理的に予測できる場合に減損損失を認識しています。 
売却可能金融資産に分類された資本性金融商品については、著しくまたは長期に
公正価値が取得原価を下回る場合に、減損の客観的な証拠があると判断しています。
その他にすべての金融資産について、減損の客観的な証拠として、以下の項目を含
めています。 
・発行体または債務者の重大な財政的困難 
・利息または元本の支払不履行または遅延などの契約違反 
・債務者の破産または財務的再編成に陥る可能性が高くなったこと 
・金融資産についての活発な市場が消滅したこと 
当社は、減損の存在に関する客観的な証拠の有無を、個別に重要な場合は個別評
価、個別に重要でない場合は集合的評価により検討しています。 
貸付金及び債権または満期保有投資に対する減損の客観的な証拠がある場合は、
その資産の帳簿価額と見積将来キャッシュ・フローを当初の実効金利で割り引いた
現在価値との差額を減損損失とし、純損益で認識しています。貸付金及び債権は貸
倒引当金を用いて減損損失を認識し、その後債権が回収不能であると判断した場合
には、貸倒引当金と相殺して帳簿価額を直接減額しています。 
満期保有投資の減損損失は直接帳簿価額を減額しています。その後の期間におい
て減損損失の金額が減少し、その減少が減損損失認識後に発生した事象に客観的に
関連している場合は、金融資産の帳簿価額に減損を認識しなかった場合の償却原価
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を超えない範囲で、以前に認識した減損損失を純損益で戻入れています。 
売却可能金融資産に減損の客観的な証拠がある場合は、それまで認識していたそ
の他の包括利益累計額を純損益に振り替えています。売却可能金融資産に分類され
た資本性金融商品は、減損損失の戻入れは行いません。 
 

c. デリバティブおよびヘッジ会計 
（a）デリバティブ 

当社は、為替レートおよび金利の変動によるリスクをヘッジするため、先物為替
予約および通貨スワップなどのデリバティブ取引を利用しています。 
デリバティブは、デリバティブ取引契約が締結された日の公正価値で当初認識し
ています。当初認識後は、期末日の公正価値で測定しています。デリバティブの公
正価値の変動額は、ヘッジ手段として指定していないまたはヘッジが有効でない場
合は、直ちに純損益で認識しています。 

 
（b）ヘッジ会計 

当社は、一部のデリバティブ取引についてヘッジ手段として指定し、キャッシ
ュ・フロー・ヘッジとして会計処理しています。 
当社は、ヘッジ開始時に、ヘッジ会計を適用しようとするヘッジ関係ならびにヘ
ッジを実施するに当たってのリスク管理目的および戦略について、正式に指定およ
び文書化を行っています。また、ヘッジ手段がヘッジ対象期間において関連するヘ
ッジ対象の公正価値やキャッシュ・フローの変動に対して高度に相殺効果を有する
と見込まれるかについて、ヘッジ開始時とともに、その後も継続的に評価を実施し
ています。 
キャッシュ・フロー・ヘッジとして指定され、かつその要件を満たすデリバティ
ブの公正価値の変動の有効部分はその他の包括利益で認識し、その他の包括利益累
計額に累積しています。その他の包括利益累計額は、ヘッジ対象のキャッシュ・フ
ローが損益に影響を与えるのと同じ期間に、ヘッジ対象に関連する連結損益計算書
の項目で純損益に振り替えています。デリバティブの公正価値の変動のうち非有効
部分は直ちに純損益で認識しています。 
ヘッジ対象である予定取引が非金融資産または非金融負債の認識を生じさせるも
のである場合には、以前にその他の包括利益で認識したその他の包括利益累計額を
振り替え、非金融資産または非金融負債の当初認識時の取得原価の測定に含めてい
ます (ベーシス・アジャストメント)。 
当社がヘッジ指定を取消した場合、ヘッジ手段が失効、売却、終結または行使さ
れた場合、ならびにヘッジがヘッジの有効性の要件を満たさなくなった場合には、
ヘッジ会計を中止しています。 
ヘッジ会計を中止した場合、その他の包括利益累計額は引き続き資本で計上し、
予定取引が最終的に純損益に認識された時点において純損益として認識しています。
予定取引がもはや発生しないと見込まれる場合には、その他の包括利益累計額は直
ちに純損益で認識しています。 
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（c）組込デリバティブ 
主契約である非デリバティブ金融資産に組み込まれているデリバティブ（組込デ
リバティブ）は、組込デリバティブの経済的特徴とリスクが主契約の経済的特徴と
リスクに密接に関連せず、組込デリバティブを含む金融商品全体がFVTPLの金融資
産に分類されない場合には、組込デリバティブを主契約から分離し、独立したデリ
バティブとして会計処理しています。組込デリバティブを主契約から分離すること
を要求されているものの、取得時もしくはその後の期末日現在のいずれかにおいて、
その組込デリバティブを分離して測定できない場合には、混合契約全体をFVTPLの
金融資産に指定し会計処理しています。 

 
（2）棚卸資産の評価基準及び評価方法 

棚卸資産は、原価と正味実現可能価額のいずれか低い金額で測定しています。棚卸資
産は、主として携帯端末およびアクセサリー類から構成され、原価は、購入原価ならび
に現在の場所および状態に至るまでに発生したその他の全ての原価を含めています。原
価は、主として移動平均法を用いて算定しています。 
正味実現可能価額は、通常の事業の過程における見積販売価格から、販売に要する見

積費用を控除して算定しています。 
 

（3）有形固定資産及び無形資産の評価基準、評価方法及び減価償却又は償却の方法 
a. 有形固定資産 
有形固定資産の測定には原価モデルを採用し、取得原価から減価償却累計額および減
損損失累計額を控除した金額で測定しています。取得原価には、当該資産の取得に直接
付随する費用、解体・除去および設置場所の原状回復費用の当初見積額を含めています。 
減価償却費は、償却可能価額を各構成要素の見積耐用年数にわたって、主として定額
法により算定しています。償却可能価額は、資産の取得価額から残存価額を差し引いて
算出しています。土地および建設仮勘定は減価償却を行っていません。 
主要な有形固定資産項目ごとの見積耐用年数は、以下の通りです。 
 

建物及び構築物  
建物 12～50年 
その他 ５～15年 
通信設備  
無線設備、交換設備および
その他のネットワーク設備 ５～30年 
通信用鉄塔 15～42年 
その他 ５～40年 
器具備品  
リース携帯端末 ２～３年 
その他 ４～10年 

 
資産の減価償却方法、耐用年数および残存価額は各年度末に見直し、変更がある場合
は、会計上の見積りの変更として将来に向かって適用しています。 
ファイナンス・リースにより保有する資産は、リース期間の終了時までに所有権の移
転が確実である場合には見積耐用年数で、確実でない場合はリース期間とリース資産の
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見積耐用年数のいずれか短い期間にわたって減価償却を行っています。 
 

b. 無形資産 
無形資産の測定には原価モデルを採用し、取得原価から償却累計額および減損損失累
計額を控除した金額で測定しています。 
個別に取得した無形資産は、当初認識時に取得原価で測定しています。企業結合によ
り取得した無形資産は、当初認識時にのれんとは区分して認識し、支配獲得日の公正価
値で測定しています。当社内部で発生した研究開発費は、資産計上の要件を満たす開発
活動に対する支出（自己創設無形資産）を除き、発生時に費用として認識しています。
自己創設無形資産は当初認識時において、資産計上の要件をすべて満たした日から、開
発完了までに発生した支出の合計額で測定しています。 
無形資産には、耐用年数を確定できるものとできないものがあります。耐用年数を確
定できる無形資産の償却費は、見積耐用年数にわたって、顧客基盤は主として級数法に
より、それ以外の無形資産は定額法により算定しています。 
耐用年数を確定できる主要な無形資産項目ごとの見積耐用年数は、以下の通りです。 
 
ソフトウエア 
無線設備に係るソフトウエア ５～10年 
その他 ３～５年 
顧客基盤 ４～24年 
有利なリース契約 ３～23年 
ゲームタイトル ５年 
商標権（耐用年数を確定できるもの） 34年 
周波数移行費用 18年 
その他 ４～20年 

 
資産の償却方法、耐用年数および残存価額は各年度末に見直し、変更がある場合は、
会計上の見積りの変更として将来に向かって適用しています。 
なお、有利なリース契約とは、企業結合時に、被取得企業の借手のオペレーティン
グ・リース契約の条件が、支配獲得日現在の市場の条件と比べて有利である場合、その
将来キャッシュ・フローの有利な差異に係る公正価値を見積り、無形資産として認識し
ているものです。 
周波数移行費用は、ソフトバンク㈱が割り当てを受けた900MHｚ帯の周波数におい
て、｢終了促進措置」に基づき、既存の周波数利用者が他の周波数帯へ移行する際に発生
した費用のうち、当社が負担した金額です。なお、耐用年数は過去の周波数利用実績に
基づいて見積もっています。 
耐用年数を確定できない無形資産は、以下の通りです。 
・米国連邦通信委員会（FCC）が付与する特定の周波数を利用するライセンス 
（以下「FCCライセンス｣） 
・商標権（耐用年数を確定できないもの） 
FCCライセンスは規制当局の定める規制に準拠している限り、その更新・延長は最低
限のコストで行うことができることから、FCCライセンスの耐用年数を確定できないと
判断しています。 
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また、商標権のうち「Sprint｣、｢Boost Mobile」などの事業が継続する限りは法的に
継続使用でき、かつ、予見可能な将来に渡ってサービスを提供することを経営陣が計画
している商標権については、耐用年数を確定できないと判断しています。 
これらの耐用年数が確定できない無形資産および未だ利用可能でない無形資産は、償
却は行っていません。これらの減損については「(5) 有形固定資産、無形資産およびの
れんの減損」をご参照ください。 
 

（4）のれんの会計処理 
当初認識時におけるのれんの測定は、｢(10)企業結合の会計処理」をご参照ください。

のれんは、取得原価から減損損失累計額を控除した金額で測定しています。 
のれんは償却を行わず、配分した資金生成単位または資金生成単位グループに減損の

兆候がある場合、および減損の兆候の有無に関わらず各年度の一定時期に、減損テスト
を実施しています。減損については「(5) 有形固定資産、無形資産およびのれんの減損」
をご参照ください。 
関連会社または共同支配企業に対する投資額の取得原価が、取得日に認識された識別

可能な資産および負債の正味の公正価値の当社持分を超える金額は、のれんとして認識
し、当該会社に対する投資の帳簿価額に含めています。 
当該のれんは区分して認識されないため、のれん個別での減損テストは実施していま

せん。これに代わり、関連会社または共同支配企業に対する投資の総額を単一の資産と
して、投資が減損している可能性を示唆する客観的な証拠が存在する場合に、減損テス
トを実施しています。 
 

（5）有形固定資産、無形資産およびのれんの減損 
a. 有形固定資産および無形資産の減損 
当社では、期末日に、有形固定資産および無形資産が減損している可能性を示す兆候
の有無を判断しています。 
減損の兆候がある場合には、回収可能価額の見積りを実施しています。個々の資産の
回収可能価額を見積もることができない場合には、その資産の属する資金生成単位の回
収可能価額を見積もっています。資金生成単位は、他の資産または資産グループからお
おむね独立したキャッシュ・イン・フローを生み出す最小単位の資産グループとしてい
ます。 
耐用年数が確定できない無形資産および未だ利用可能でない無形資産は、減損の兆候
がある場合、および減損の兆候の有無に関わらず各年度の一定時期に、減損テストを実
施しています。 
回収可能価額は、処分コスト控除後の公正価値と使用価値のいずれか高い方で算定し
ています。使用価値は、見積将来キャッシュ・フローを貨幣の時間価値およびその資産
の固有のリスクを反映した税引前の割引率を用いて現在価値に割り引いて算定していま
す。 
資産または資金生成単位の回収可能価額が帳簿価額を下回る場合には、その帳簿価額
を回収可能価額まで減額し、減損損失は純損益で認識しています。 
のれん以外の資産における過年度に認識した減損損失については、期末日において、
減損損失の減少または消滅を示す兆候の有無を判断しています。減損の戻入れの兆候が
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ある場合には、その資産または資金生成単位の回収可能価額の見積りを行っています。
回収可能価額が、資産または資金生成単位の帳簿価額を上回る場合には、回収可能価額
と過年度に減損損失が認識されていなかった場合の償却または減価償却控除後の帳簿価
額とのいずれか低い方を上限として、減損損失の戻入れを実施しています。 
 

b. のれんの減損 
当社では、期末日および各四半期末日ごとに、のれんが減損している可能性を示す兆
候の有無を判断しています。 
のれんは、企業結合のシナジーから便益を享受できると期待される資金生成単位また
は資金生成単位グループに配分し、その資金生成単位または資金生成単位グループに減
損の兆候がある場合、および減損の兆候の有無に関わらず各年度の一定時期に、減損テ
ストを実施しています。減損テストにおいて資金生成単位または資金生成単位グループ
の回収可能価額が帳簿価額を下回る場合には、減損損失は資金生成単位または資金生成
単位グループに配分されたのれんの帳簿価額から減額し、次に資金生成単位または資金
生成単位グループにおけるその他の資産の帳簿価額の比例割合に応じて各資産の帳簿価
額から減額しています。 
のれんの減損損失は純損益に認識し、その後の期間に戻入れは行いません。 

 

（6）確定給付制度の会計処理 
ソフトバンク㈱は、確定給付型退職一時金制度について、2006年３月および2007年

３月を支給対象期間末として凍結しています。凍結した確定給付型退職一時金制度の債
務は、従業員の将来の退職時に一時金として支払われるまで、確定給付負債として認識
しています。 
また、スプリントは確定給付型年金制度について、2005年12月を支給対象期間末と

して凍結しています。凍結した確定給付型年金制度の債務は、従業員の将来の退職時よ
り年金として支払われるまで、確定給付負債として認識しています。 
確定給付制度に関連して認識する負債（確定給付負債）は、期末日現在の確定給付制

度債務の現在価値から、制度資産の公正価値を控除したものです。 
確定給付制度債務は、独立した年金数理人が予測単位積増方式を用いて算定し、その

現在価値は、給付が見込まれる期間に近似した優良社債の市場利回りに基づく割引率を
用いて算定しています。 
確定給付費用は、勤務費用、確定給付負債（資産）の純額に係る利息純額および確定

給付負債（資産）の純額に係る再測定から構成されます。勤務費用および利息純額につ
いては、純損益で認識し、利息純額の算定には前述の割引率を使用しています。 
なお、凍結した確定給付制度債務は、凍結時に確定した退職給付額に基づき算定して

います。したがって、これらの確定給付制度については勤務費用の発生はありません。 
当社では、再測定は数理計算上の差異および制度資産に係る収益（利息純額に含まれ

る金額を除く）から構成され、その他の包括利益で認識し、直ちにその他の包括利益累
計額から利益剰余金に振り替えています。 
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（7）重要な引当金の計上基準 
引当金は、当社が過去の事象の結果として、現在の法的債務または推定的債務を負い、

債務の決済を要求される可能性が高く、かつその債務の金額について信頼性のある見積
りが可能な場合に認識しています。 
引当金は、期末日における債務に関するリスクと不確実性を考慮に入れた見積将来キ

ャッシュ・フローを貨幣の時間価値およびその負債に特有のリスクを反映した税引前の
利率を用いて現在価値に割り引いて測定しています。 
当社は引当金として、資産除去債務、リストラクチャリング引当金、利息返還損失引

当金および受注損失引当金を認識しています。 
リストラクチャリング引当金は、当社が詳細な公式計画を有し、計画の実施や特徴の

公表などにより、影響を受ける関係者へリストラクチャリングの実行を予期させる場合
に認識しています。 
利息返還損失引当金は、利息制限法の上限金利を超過して支払った債務者等からの利

息の返還請求に備えるため、将来における返還見込額を計上しています。 
 

（8）収益の認識基準 
当社における主要な収益認識基準は、以下の通りです。 
国内通信事業およびスプリント事業 
a. 移動通信サービスおよび携帯端末の販売 
当社は契約者に対し音声通信、データ通信からなる移動通信サービスを提供するとと
もに、顧客に対し携帯端末の販売を行っています。 
移動通信サービスにおける収益は、主に月額基本使用料および通信料収入（以下「移
動通信サービス収入｣）と手数料収入により構成されます。また、携帯端末の販売におけ
る収益（以下「携帯端末売上｣）は、契約者またはディーラーに対する携帯端末の売上お
よびアクセサリー類の売上から構成されます。 
上記取引の商流としては、当社がディーラーに対して携帯端末を販売し、ディーラー
を通じて契約者と通信契約の締結を行うもの（以下「間接販売｣）と、当社が契約者に対
して携帯端末を販売し、直接通信契約の締結を行うもの（以下「直接販売｣）からなりま
す。それぞれの収益の認識基準は以下の通りです。 
 
（a）間接販売 

携帯端末売上はリスクと経済価値が移転したと考えられる携帯端末のディーラー
への引き渡し時点で認識しています。なお、ディーラーに対して支払われる手数料
のうち、携帯端末の販売に関する手数料は収益から控除しています。 
移動通信サービス収入は契約者にサービスを提供した時点で認識しています。ま
た、通信料金からの割引については、毎月の移動通信サービス収入から控除してい
ます。 
手数料収入のうち、契約事務手数料収入は、契約時から繰り延べられ契約者の見
積平均契約期間にわたり収益として認識しています。また、機種変更手数料収入は
契約者の見積平均端末利用期間にわたり収益として認識しています。なお、契約事
務に係る直接費用については、契約事務手数料収入または機種変更手数料収入を限
度として繰り延べられ、それぞれ同期間にわたって償却しています。 
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（b）直接販売 
直接取引の場合、携帯端末売上、移動通信サービス収入および手数料収入は一体
の取引であると考えられるため、取引の合計額を携帯端末および移動通信サービス
の公正価値の比率に基づき、携帯端末売上および移動通信サービス収入に配分しま
す。携帯端末を割賦販売した場合は、携帯端末を契約者に引き渡した時点で携帯端
末に配分された金額を携帯端末売上として認識しますが、携帯端末を一括払いで販
売した場合は、携帯端末売上で認識される金額は、携帯端末販売時に契約者から受
領する金額を上限としています。移動通信サービス収入に配分された金額は、契約
者にサービスを提供した時点で収益として認識しています。 

 
b. 固定通信サービス 
固定通信サービスにおける収益は、主に音声伝送サービス、データ伝送サービス、イ
ンターネット・プロバイダ料、ADSLサービス料、IP電話サービス料およびネットワーク
使用料からなります (以下「固定通信サービス収入｣)。 
固定通信サービス収入は、契約者にサービスを提供した時点で、固定の月額料金およ
び従量料金に基づき収益を認識しています。 

 
ヤフー事業 
ヤフー事業における収益は、検索連動型広告、ディスプレイ広告、eコマース関連の
手数料収入、会員収入および物販売上からなります。 
検索連動型広告については、ウェブサイト閲覧者が検索連動型広告をクリックした時

点で収益を認識しています。ディスプレイ広告は、プレミアム広告および「Yahoo！デ
ィスプレイアドネットワーク (YDN)」等からなります。プレミアム広告については、ウ
ェブサイト上に広告が掲載される期間にわたって収益を認識しています。「Yahoo！デ
ィスプレイアドネットワーク (YDN)」については、ウェブサイト閲覧者がコンテンツペ
ージ上の広告をクリックした時点で収益を認識しています。eコマース関連の手数料は、
取引が発生した時点で収益を認識しています。会員収入は、会員資格が有効な期間にわ
たって収益を認識しています。また、物販売上は、物品の所有に伴う重要なリスクおよ
び経済価値が買手に移転し、販売した物品に対して当社が継続的な関与および実質的な
管理上の支配を保持せず、取引に関連した経済的便益が当社に流入する可能性が高く、
取引に関連して発生した原価および収益の額が信頼性をもって測定できる場合に認識し
ています。 

 
流通事業 
流通事業における収益は、主に、海外での通信事業者や小売業者への携帯端末の販売
および日本国内でのパソコン向けソフトウエア、周辺機器、携帯端末アクセサリーの販
売からなります。 
流通事業の収益は、物品の所有に伴う重要なリスクおよび経済価値が買手に移転し、
販売した物品に対して継続的な管理上の支配を保持せず、取引に関連した経済的便益が
当社に流入する可能性が高く、取引に関連して発生した原価および収益の額が信頼性を
もって測定できる場合に認識しています。 
なお、当社が第三者のために代理人として取引を行っている場合には、顧客から受け
取る対価の総額から第三者に対する支払額を差し引いた純額で収益を表示しています。 
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（9）外貨の換算基準 
a. 外貨建取引 
グループ各社の財務諸表は、その企業が営業活動を行う主要な経済環境における通貨 
(以下「機能通貨｣) で作成しています。機能通貨以外の通貨（外貨）での取引は取引日
の為替レートを用いて換算しています。 
外貨建貨幣性項目は、期末日の為替レートで機能通貨に換算しています。公正価値で
測定している外貨建非貨幣性項目は、当該公正価値の測定日における為替レートで機能
通貨に換算しています。 
換算によって発生した為替換算差額は、純損益で認識しています。ただし、その他の
包括利益を通じて測定される非貨幣性の売却可能金融資産およびキャッシュ・フロー・
ヘッジから生じる換算差額はその他の包括利益で認識しています。 
 

b. 在外営業活動体 
連結計算書類を作成するために、在外営業活動体の資産および負債（取得により発生
したのれんおよび公正価値の調整を含む）は、期末日の為替レートにより日本円に換算
しています。 
収益および費用については、四半期中の平均為替レートを用いて日本円に換算してい
ます。ただし、取引日の為替レートによる換算の結果と近似しない場合には、取引日の
為替レートを用いて換算しています。 
在外営業活動体の財務諸表の換算から生じる為替換算差額は、その他の包括利益で認
識の上、その他の包括利益累計額に累積しています。 
在外営業活動体について、支配の喪失および重要な影響力の喪失をした場合には、当
該在外営業活動体に関連する累積為替換算差額は、処分した会計期間に純損益として認
識しています。 
 

（10）企業結合の会計処理 
企業結合は支配獲得日に、取得法によって会計処理しています。 
企業結合時に引き渡した対価は、当社が移転した資産、当社が引き受けた被取得企業

の旧所有者の負債、および支配獲得日における当社が発行した資本性金融商品の公正価
値の合計として測定しています。取得関連費用は発生時に純損益で認識しています。 
支配獲得日において、取得した識別可能な資産および引受けた負債は、以下を除き、

支配獲得日における公正価値で認識しています。 
 
・ 繰延税金資産または繰延税金負債、および従業員給付に係る資産または負債は、
それぞれIAS第12号「法人所得税」およびIAS第19号「従業員給付」に従って認識
し、測定 

・ 被取得企業の株式に基づく報酬契約、または被取得企業の株式に基づく報酬契約
の当社の制度への置換えのために発行された負債または資本性金融商品は、支配
獲得日にIFRS第２号「株式に基づく報酬」に従って測定 

・ 売却目的に分類される資産または処分グループは、IFRS第５号「売却目的で保有
する非流動資産及び非継続事業」に従って測定 

のれんは、移転した対価と被取得企業の非支配持分の金額の合計が、支配獲得日にお
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ける識別可能な資産および負債の正味価額を上回る場合にその超過額として測定してい
ます。この差額が負の金額である場合には、直ちに純損益で認識しています。 
当社は、非支配持分を公正価値、または当社で認識した識別可能純資産に対する非支
配持分の比例割合で測定するかについて、個々の企業結合取引ごとに選択しています。
段階的に達成する企業結合の場合、当社が以前に保有していた被取得企業の持分は支配
獲得日の公正価値で再測定し、発生した利得または損失は純損益で認識しています。 
支配獲得日前に計上していた被取得企業の持分の価値の変動に係るその他の包括利益
の金額は、純損益で認識しています。 
企業結合の当初の会計処理が期末日までに完了しない場合、当社は、完了していない
項目については暫定的な金額で報告しています。その後、新たに入手した支配獲得日時
点に存在していた事実と状況について、支配獲得日時点に把握していたとしたら企業結
合処理の認識金額に影響を与えていたと判断される場合、測定期間の修正として、支配
獲得日に認識した暫定的な金額を遡及的に修正します。測定期間は支配獲得日から最長
で１年間としています。 
IFRS移行日前の企業結合により生じたのれんは、従前の会計基準（日本基準）で認識
していた金額をIFRS移行日時点で引き継ぎ、これに減損テストを実施した後の帳簿価額
で計上しています。 

 

（11）消費税等の会計処理 
消費税および地方消費税の会計処理は税抜方式によっています。 

 

（表示方法の変更に関する注記） 
連結損益計算書 
2016年３月31日に終了した１年間において、継続事業と非継続事業を区分して表示し
ています。非継続事業の詳細については、｢(連結損益計算書に関する注記) 4.非継続事業」
をご参照ください。 
 

（会計上の見積りの変更に関する注記） 
1. 偶発事象に係る費用および負債の認識 

｢(連結財政状態計算書に関する注記) 4.偶発事象(3)訴訟 b.(b)､（連結損益計算書に関す
る注記）1.その他の営業損益 (注２)」をご参照ください。 
 

2. 固定資産の減損 
｢(連結損益計算書に関する注記) 1.その他の営業損益 (注４)」をご参照ください。 
 

3. 金融資産の減損 
｢(連結損益計算書に関する注記) 3.その他の営業外損益 (注２)」をご参照ください。 
 

4. 金融商品の公正価値 
｢(連結損益計算書に関する注記) 3.その他の営業外損益 (注３)」をご参照ください。 
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（企業結合に関する注記） 
1. アスクル㈱ 
（1）企業結合の概要 

当社の関連会社であり主にオフィス用品通販サービスを行なっているアスクル㈱は、
2015年５月19日開催の同社取締役会において決議された自己株式取得の履践により、
2015年８月27日より新たに当社の子会社となりました。アスクル㈱による自己株式取
得の結果、当社の保有するアスクル㈱の議決権比率は41.7％（2015年５月20日時点）
から44.4％（2015年８月27日時点）となり、議決権の過半数を保有していませんが、
議決権の分散状況および過去の株主総会の投票パターン等を勘案した結果、当社がアス
クル㈱を実質的に支配していると判断し、同社を子会社化しています。 

 
（2）被取得企業の概要 

名称 アスクル株式会社
事業内容 文房具等およびサービスにおける通信販売事業

 
（3）支配獲得日 

2015年８月27日 
 
（4）取得対価およびその内訳 

  
（単位：百万円）
支配獲得日 

（2015年８月27日）
支配獲得時に既に保有していたアスクル㈱に
対する資本持分の公正価値 93,611

取得対価の合計 A 93,611
 

当社が支配獲得時に既に保有していたアスクル㈱に対する資本持分を支配獲得日の公
正価値で再測定した結果、59,441百万円の利益を認識しています。この利益は、連結損
益計算書上、｢企業結合に伴う再測定による利益」に計上しています。 
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（5）支配獲得日における資産・負債の公正価値、非支配持分およびのれん 

  
（単位：百万円）
支配獲得日 

（2015年８月27日）
営業債権及びその他の債権 45,365
その他の流動資産  44,751
有形固定資産 32,315
無形資産 69,124
その他の非流動資産 8,394
資産合計 199,949
 
流動負債 71,495
非流動負債 34,586
負債合計 106,081
 
純資産 B 93,868
 
非支配持分（注１） C 54,036
のれん（注２） A-(B-C) 53,779

 
（注１）非支配持分 

非支配持分のうち、現在の所有持分であり、清算時に被取得企業の純資産に
対する比例的な取り分を保有者に与えているものについては、支配獲得日に
おける識別可能な被取得企業の純資産に、支配獲得日時点の企業結合後の非
支配持分比率を乗じて測定しています。 

 
（注２）のれん 

のれんは、今後の事業展開や当社と被取得企業とのシナジーにより期待され
る将来の超過収益力を反映したものです。 

 
（6）子会社の支配獲得による収入 

  
（単位：百万円）
支配獲得日 

（2015年８月27日）
支配獲得時に被取得企業が保有していた現金及び現金同等物 31,291
子会社の支配獲得による現金受入額 31,291

 
（7）被取得企業の売上高および純利益 

連結損益計算書に認識している支配獲得日以降における内部取引消去前の被取得企業
の売上高は189,013百万円、純利益は2,970百万円です。 
なお、上記の純利益には、支配獲得日に認識した無形資産の償却費などが含まれてい

ます。 



― 24 ― 

2. ㈱一休 
（1）企業結合の概要 

当社は、ヤフー事業における戦略上重要な位置づけであるｅコマース革命を通じた成
長の実現を一層確実にすることを目的として、ヤフー㈱の2015年12月15日開催の取締
役会において決議された㈱一休の株式等に対する公開買付を実施してきましたが、2016
年２月３日をもって終了し、㈱一休の普通株式27,480,682株を現金94,341百万円にて
取得しました。これにより、当社の㈱一休に対する議決権割合は94.3％となり、同社を
連結子会社化しています。 

 
（2）被取得企業の概要 

名称 株式会社一休 
事業内容 ホテル・レストラン予約サイト等のインターネットサイト運営事業 

 
（3）支配獲得日 

2016年２月３日 
 
（4）取得対価およびその内訳 

  
（単位：百万円）
支配獲得日 

（2016年２月３日）
支払現金 94,341
取得対価の合計 A 94,341

 
（5）支配獲得日における資産・負債の公正価値、非支配持分およびのれん 

  
（単位：百万円）
支配獲得日 

（2016年２月３日）
流動資産 8,934
無形資産  26,183
その他の非流動資産 1,130
資産合計 36,247
 
流動負債 4,270
非流動負債 8,177
負債合計 12,447
 
純資産 B 23,800
 
非支配持分（注１） C 1,503
のれん（注２） A-(B-C) 72,044
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（注１）非支配持分 
非支配持分のうち、現在の所有持分であり、清算時に被取得企業の純資産に
対する比例的な取り分を保有者に与えているものについては、支配獲得日に
おける識別可能な被取得企業の純資産に、支配獲得日時点の企業結合後の非
支配持分比率を乗じて測定しています。 

 
（注２）のれん 

のれんは、今後の事業展開や当社と被取得企業とのシナジーにより期待され
る将来の超過収益力を反映したものです。 

 
（6）子会社の支配獲得による支出 

  
（単位：百万円）
支配獲得日 

（2016年２月３日）
現金による取得対価 △94,341
支配獲得時に被取得企業が保有していた現金及び現金同等物 4,016
子会社の支配獲得による現金支払額 △90,325

 
（7）被取得企業の売上高および純利益 

支配獲得日以降における被取得企業の売上高および純利益は軽微です。 
 
（リース携帯端末にかかるセール・アンド・リースバック取引） 

スプリントは、2015年11月に、顧客とのリース契約に基づき貸与する携帯端末（リー
ス携帯端末）の一部について、Mobile Leasing Solutions, LLC（以下「MLS｣）とセー
ル・アンド・リースバック取引を行いました。 
MLSは、リース事業を営むことを目的として設立され、ソフトバンクグループ㈱の100%
子会社であるSBLS HD US, Inc.（以下「SBLS｣）と、複数の日本のリース会社が株主であ
るJPLS HD US, Inc.（以下「JPLS｣）がその出資者となっています。MLSの重要な経営方針
および業務に関する意思決定は、SBLSとJPLS間の契約上の取り決めにより、SBLSとJPLSが
それぞれMLSに派遣する取締役全員一致の合意が必要とされています。そのため、当社は
MLSを共同支配企業として持分法を適用しています。 
本取引において、スプリントは、MLSに対し、対象となる携帯端末（以下「対象端末｣）
の売却および対象端末にかかる顧客に対するリース終了時における特定の権利義務の譲渡
を行い、その対価13億米ドルのうち、11億米ドルを2015年12月に現金で受領し、残りの
１億米ドルを本取引に関する全ての契約が終了した日に支払われる延払代金としています。
対象端末の売却および関連する権利義務の譲渡と同時に、スプリントはMLSからリース契
約に基づき各対象端末のリースバックを受け、毎月のリース料を支払います。また、ブラ
イトスターはMLSとの間で、MLSに返却された携帯端末にかかる物流と再販サービスに関
する契約を締結しています。当該取引にかかる取引条件は、市場価格および業務内容等を
勘案し取引会社間で交渉の上決定されています。 
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スプリントは、MLSに対する対象端末の売却時に、有形固定資産の認識を中止していま
す。なお、売却時に測定した各対象端末の公正価値と帳簿価額との差額65百万米ドル 
(7,801百万円) は、連結損益計算書において「その他の営業損益」として損失計上してい
ます。 
 
＜本取引の概略図（注）＞ 
 

 

 
 
 
 
 
 
（注）当概略図は、本取引の要点を示すため、本取引にかかる主要な取引および当社と各

社との関係のみ簡略化して示しています。 
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（連結財政状態計算書に関する注記） 
1. 担保提供、株式等貸借取引契約による借入金等 
（1）担保提供資産および対応債務 

当社が担保に供している資産および担保権によって担保されている債務は以下の通り
です。 

（単位：百万円） 
担保に供している資産 
現金及び現金同等物 496 
営業債権及びその他の債権 9,248 
その他の金融資産 31,131 
棚卸資産 2,704 
有形固定資産 238,127 

合計 281,706 
     

担保権によって担保されている債務
営業債務及びその他の債務 21,623 
有利子負債  
 短期借入金 6,695 
 １年内返済予定の長期借入金 82,031 
 長期借入金 80,082 

合計 190,431 
 
上記のほかに、子会社であるClearwire Communications LLCが発行する社債３億米

ドルに対して、同社の資産約136億米ドル（連結消去前）を担保に供しています。また、
ブライトスターの銀行からの借入金７億米ドルに対し、同社の資産約28億米ドル (連結
消去前) を担保に供しています。 
 

（2）株式等貸借取引契約による借入金 
子会社株式の一部について株式等貸借取引契約により消費貸借取引を行い、受け入れ

た現金は、短期借入金として認識し、有利子負債に含めて表示しています。 
（単位：百万円） 

有利子負債 
 短期借入金 149,050 
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（3）その他 
当社が割賦払いにより購入しているため、所有権が留保されている資産およびこれら

に対応する有利子負債残高は以下の通りです。 
（単位：百万円） 

所有権が留保されている資産
 有形固定資産 109,602 
 無形資産 35,286 
 その他の非流動資産 69 
合計 144,957 

 

有利子負債 
１年内支払予定の割賦購入による未払金 41,538 
割賦購入による未払金 60,963 
合計 102,501 

 
2. 資産から直接控除した貸倒引当金 

（単位：百万円） 
営業債権及びその他の債権 45,306 
その他の金融資産（非流動） 34,838 
合計 80,144 

 
3. 有形固定資産の減価償却累計額及び減損損失累計額 

（単位：百万円） 
 2,846,092 

 
4. 偶発事象 
（1）貸出コミットメント契約 

当社における貸出コミットメントは、以下の通りです。主にクレジットカード業務に
附帯するキャッシング業務を行っています。 

（単位：百万円） 
貸出コミットメントライン 196,937 
貸出実行残高 9,355 
 未実行残高 187,582 

 
（2）保証債務 

当社は、信用保証業務において提携先金融機関が個人に融資する際の債務保証を以下
の通り行っています。 

（単位：百万円） 
金融保証契約の総額 13,822 
金融保証残高 10,418 
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（3）訴訟 
ソフトバンクグループ㈱および一部の子会社は、現在係争中の複数の訴訟等の当事者

となっています。その最終結果について合理的に見積もることが困難な訴訟等について
は、引当金は計上していません。当社は、これらの訴訟等の結果が、現在入手可能な情
報に基づき、当社の財政状態及び経営成績に重大な悪影響を及ぼすものであるとは想定
していません。 
 
a. ソフトバンク㈱を当事者とする訴訟 
（a） ソフトバンク㈱は、2015年４月30日に、日本郵政インフォメーションテクノロ

ジー株式会社（以下「JPiT｣）を被告として、全国の郵便局等２万７千拠点を結ぶ
通信ネットワークを新回線（５次PNET）へ移行するプロジェクトに関してJPiT
から受注した通信回線の敷設工事等の追加業務に関する報酬等の支払いを求める
訴訟を東京地方裁判所に提起しました。 
ソフトバンク㈱は、2013年２月７日付で締結した契約により、全国の日本郵政
グループの事業所拠点へ通信回線を整備する業務等をJPiTから受注し、その業務
を遂行してきましたが、JPiTからの要請により、当初の契約における受注業務の
範囲を超える業務も実施してきました。 
ソフトバンク㈱は、この追加業務に関する報酬等（約149億円）について、JPiT
との間で、これまで長期間にわたり交渉を継続してきましたが、協議による解決
には至りませんでした。このため、やむを得ず、当該追加業務に関する報酬等の
支払いを求めて訴訟を提起したものです。 
 

（b） ソフトバンク㈱は、2015年４月30日に、JPiTを原告、ソフトバンク㈱および㈱
野村総合研究所（以下「NRI｣）を共同被告とする訴訟の提起を受けました。 
JPiTは、当該訴訟において、ソフトバンク㈱およびNRIに対し、上記(a)に記載の
５次PNETへ移行するプロジェクトに関して両社に発注した業務の履行遅滞等に
伴い損害（161.5億円）が生じたとして、連帯してその賠償をするように求めて
います。 
ソフトバンク㈱は、当該訴訟において、JPiT側の主張を全面的に争う方針です。 
なお、2015年７月29日付で、上記(b)の訴訟を上記(a)の訴訟に併合する決定が
ありました。また、ソフトバンク㈱は上記(a)の訴訟について追加業務に関する報
酬等を精査した結果、2015年11月13日に、請求額を約149億円から約204億円
に変更しました。 
 

b. スプリントおよびその子会社を当事者とする訴訟等 
（a） 2009年３月に、カンザス州連邦地方裁判所において、スプリントに対し株主に

より訴訟（Bennett v. Sprint Nextel Corp.、以下「Bennett訴訟｣）が提起され
ました。当該訴訟において、株主側は、スプリント・コミュニケーションズおよ
び同社を退任した役員３名が、旧スプリントと旧ネクステルの合併後における一
定の事業上の問題を適切に開示しなかったこと並びにのれんの減損に関して虚偽
の記載及び誤解を生じさせる記載を故意に公表したことは、米国証券取引所法第
10条（b）項および10b-5ルールに違反するという主張を行いました。2015年
８月に和解案が連邦地方裁判所に最終承認され、スプリントの財務諸表に重大な
影響はありませんでした。Bennett訴訟に関連して、株主によるスプリント・コ
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ミュニケーションズ並びにその特定の現任又は退任の役員及び取締役に対する派
生的な訴訟が５件提起されました。第１の訴訟（Murphy v. Forsee）は、2009
年４月８日にカンザス州裁判所に提起され、その後、連邦裁判所に移送され、
Bennett訴訟の訴え却下の申立てに対する係属決定に合わせ停止されております。
第２の訴訟（Randolph v. Forsee）は、2010年７月15日にカンザス州裁判所に
提起された後、連邦裁判所に移送され、州裁判所に差し戻されました。第３の訴
訟（Ross-Williams v. Bennett等）は、2011年２月１日にカンザス州裁判所に
提起されました。第４の訴訟（Price v. Forsee等）は、2011年４月15日にカン
ザス州裁判所に提起されました。第５の訴訟（Hartleib v. Forsee等）は、2011
年７月14日にカンザス州連邦裁判所に提起されました。これらの訴訟は、
Bennet訴訟の審理状況に鑑みて実質的に停止されていましたが、統治に関する条
項（governance provisions）に関する合意及び原告の弁護士費用につき軽微な
額の範囲内で支払うことをもって、和解することについて原則的な合意に至って
います。なお、承認のための審尋は2016年5月26日に予定されています。 
 

（b） 2012年４月19日に、ニューヨーク州司法長官は、スプリント・コミュニケーシ
ョンズが、2005年７月以来、無線電話サービスの販売から得られた収益に対す
るニューヨークの物品販売税につき、不正に１億米ドルを超える金額を顧客から
徴収せず、支払わなかったとして訴追請求状を提出しました。当該訴追請求状は
罰金および利息とともに虚偽請求取締法（the False Claims Act）に基づき損害
額の３倍の賠償を求めるものです。2012年６月14日に、スプリント・コミュニ
ケーションズは、訴追請求を却下するように申し立てました。2013年７月１日、
裁判所は、ニューヨーク州司法長官による訴追請求における一定の訴因及び一定
の訴因の一部について却下したものの、スプリント・コミュニケーションズによ
る訴追請求を却下するよう求める申立てについては、その大部分を却下する決定
をしました。スプリント・コミュニケーションズは当該決定に対し上訴しました
が、中間上訴裁判所 (intermediate appellate court) は原裁判所による決定を
維持しました。2015年10月20日、ニューヨーク州高等裁判所は、税務条項がス
プリント・コミュニケーションズに対して当該物品販売税につき徴収及び支払義
務を課しているとの上訴裁判所の判断を支持しました。スプリント・コミュニケ
ーションズの連邦最高裁に対する連邦法専占（federal preemption）の主張に
基づく上告受理申立は、停止しています。これに伴い、スプリント・コミュニケ
ーションズは、2016年３月31日に終了した１年間において、当該訴追請求に関
し180百万米ドルを積み立てました。スプリント・コミュニケーションズは、当
該訴追請求について引き続き積極的に争うことを予定しています。 
株主によるスプリント・コミュニケーションズ並びにその一定の現任又は退任の
役員及び取締役に対する派生的な訴訟が８件提起されました。いずれの訴訟にお
いても、概して、各被告がニューヨーク州司法長官によって提起された訴訟にお
いて主張された行為を許可したこと又は開示しなかったことが、スプリント・コ
ミュニケーションズ及びその株主に対する信認義務違反に該当するという主張が
なされました。このうちの１件の訴訟は、ルイジアナ州地方警察退職者システム 
(the Louisiana Municipal Police Employees Retirement System) によって
提起され、連邦裁判所によって却下されました。２件の訴訟は、カンザス州ジョ
ンソン郡の州裁判所に提起され、そのうちの１件は争訟性を欠くものとして却下
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されました。そして、残りの５件の訴訟はカンザス州の連邦裁判所で係属してい
ます。カンザス州における係属中の訴訟は、ニューヨーク州司法長官によって提
起された訴訟についての結論が出ていないことに伴い停止しています。 
 

（c） スプリント・コミュニケーションズは、クリアワイヤの株主により申し立てられ
た、スプリント・コミュニケーションズによる信認義務違反に関する請求および
関連請求その他クリアワイヤの買収の異議申立てに関する請求の訴訟における被
告でもあります。ACP Master, LTD等とスプリント等の間の訴訟は、2013年４
月26日にデラウェア州の衡平法裁判所（Chancery Court）に提起されました。
ACP Master, LTD等による訴訟を却下するべきとのスプリント・コミュニケーシ
ョンズの申立ては認められず、ディスカバリー（証拠開示手続）は実質的に完了
しました。スプリント・コミュニケーションズからの略式判決の申し立ては、停
止しています。当該訴訟の原告らはクリアワイヤの株式の公正価値の鑑定を求め
る訴訟も提起しています。ディスカバリーは、信認義務違反に関する請求のもの
と併合されて実質的に完了しています。審判（trial）は2016年10月に開始され
る予定です。スプリント・コミュニケーションズはこの訴訟において全面的に抗
弁を行っています。 
 

（d） 現在、スプリントは、スプリントによる複数の特許権の侵害を理由とした複数の
訴訟に関わっています。これらの訴訟の大部分は、実質的には金銭賠償のみを求
めるものです。他方で、これらの訴訟のうちごく一部は製品を販売している会社
から提起され、当該会社から金銭賠償に併せて差止めによる救済も求められてい
ます。これらの訴訟は様々な段階に進んでおり、これらのうち少数のものは、別
段の決定がなされない限り、審判（trial）に移行する可能性があります。これら
の訴訟についてスプリントに不利な判決がなされた場合、多額の損害の賠償、一
定の行為の中止又は関連する製品若しくはサービスの販売の中止を余儀なくされ
る可能性があります。多くの場合、製品サプライヤー又はサービスプロバイダー
の行為に関連して生じた金銭的損害については、スプリントは賠償を受けること
ができるものと考えています。 
 

（e） 2013年10月、FCCの執行部局は、他のライフライン・プロバイダーに対して、
明白な責任に関する通知（notices of apparent liability、以下「NAL｣）を発行
し、政府による監査において発見されたキャリア内重複アカウント発行に関する
罰金を科しました。これらの監査では、少数ではありますが、潜在的にキャリア
内で重複発行されているアカウントで、スプリントのアシュアランス・ワイヤレ
ス事業に関連しているものも発見されました。スプリントに関しては未だにNAL
は発行されておらず、NALが発行されるか否かは不明です。また、処罰がなされ
た場合の請求額をスプリントが合理的に見積もることも不可能です。 
 

（f） その他の複数の訴訟、調査、手続及び請求は、現状、実際に主張されているもの
であるか否かを問わず、また、大企業特有といわれるクラス・アクションや知的
財産の問題を含めて、スプリント又はその子会社に対して行われる可能性がある
もの、又は行われようとしているものです。たとえば、販売、使用又は資産に関
する税や手数料のような、国家又は州に関わる数々の問題を含めて、法律又は規
制の解釈を誤った場合、スプリントは支払いを余儀なくされる可能性があります。 
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c. ブライトスターおよびその子会社を当事者とする訴訟等 
ブライトスターおよびその子会社は、ラテンアメリカ諸国を中心とする世界各地にお
いて、税務紛争、労働紛争、契約紛争その他現在係争中の複数の紛争の当事者となって
います。主なものとして、ブラジルの税務当局からブライトスターの子会社に対し、４
件の行政手続を提起され、税務当局との認識の違い等により同会社が本来支払うべきで
あった税金の一部等として、合計約7,000万米ドルの支払い等を求められています。こ
のうち１件については訴訟段階に移行しましたが、ブライトスターの子会社は、2015
年10月に、行政手続に戻すよう求める取消訴訟を提起しています。 
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5. 財務制限条項 
（1）ソフトバンクグループ㈱の有利子負債に付されている財務制限条項 

ソフトバンクグループ㈱の有利子負債には財務制限条項が付されており、主な内容は
次の通りです。 
a. 事業年度末におけるソフトバンクグループ㈱の純資産の額が、前事業年度末にお
けるソフトバンクグループ㈱の純資産の額の75％を下回らないこと。 

b. 連結会計年度末における当社の連結財政状態計算書およびソフトバンク㈱の事業
年度末における貸借対照表において債務超過とならないこと。 

c. 当社の連結損益計算書において営業損益または親会社の所有者に帰属する純損益
が２期連続損失とならないこと。 

d. 借入契約で定める調整後純有利子負債（注１）またはレバレッジレシオ（注２）
が、各連結会計年度末および第２四半期末日において、それぞれ一定の金額また
は数値を上回らないこと。ただし、ソフトバンクグループ㈱の現金及び現金同等
物の残高および当社が保有する上場株式時価がそれぞれ一定の金額を上回る場合
には、調整後純有利子負債の上限金額およびレバレッジレシオの上限数値が緩和
される。 

 
（注１）調整後純有利子負債：連結財政状態計算書に示される有利子負債から現金及

び現金同等物を控除した額。なお、スプリントなどの上場子会社を対象から
除くなど一定の調整あり。 

（注２）レバレッジレシオ：調整後純有利子負債÷調整後EBITDA（注３） 
（注３）調整後EBITDA：スプリントなどの上場子会社を対象から除くなど、一定の調

整をしたEBITDA。 
 

（2）スプリントの有利子負債に付されている財務制限条項 
スプリントの有利子負債には財務制限条項が付されており、主な内容は次の通りです。 
a. スプリントの発行している社債の一部である216億米ドルについては支配権の異
動が発生した場合および債券格付機関の格付が一定程度低下した場合は、社債保
有者に該当社債の買取請求権が発生します。また、クリアワイヤの発行している
社債の一部である３億米ドルについては、支配権の異動が発生した場合、社債保
有者に該当社債の買取請求権が発生します。 

b. 毎四半期末日においてスプリントの調整後債務（注１）を調整後EBITDA（注２）
で除した値が、契約で定められた上限値を超えてはならず、スプリントがこの条
項に抵触した場合には、有利子負債の早期返済を求められる可能性があります。
なお、2016年３月31日における上限値は6.25です。  

 
（注１）調整後債務：スプリントの債務（営業債務を除く）および債務保証額等の合

計から金融機関との契約で定められた金額を除くなど一定の調整をしたもの。 
（注２）調整後EBITDA：直近４四半期のEBITDAに金融機関との契約で定められた一

定の調整を加えたもの。 
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（連結損益計算書に関する注記） 
1. その他の営業損益 

その他の営業損益の内訳は、以下の通りです。 
（単位：百万円） 

スプリント事業  
固定資産の処分損失（注１） △37,032 
人員削減費用 △26,079 
訴訟関連費用積立金（注２） △23,437 
固定資産の減損損失（注３） △19,881 
その他 △10,271 

流通事業  
固定資産の減損損失（注４） △13,633 
その他 △2,833 

その他 △6,086 
合計 △139,252 

 
（注１）契約期間満了前に解約されたリース契約に係るリース携帯端末について顧客

からスプリントへ未返却のため認識した処分損失30,348百万円と、リース携
帯端末のセール・アンド・リースバック取引において、Mobile Leasing 
Solutions, LLCへの売却時にリース携帯端末の公正価値と帳簿価額の差額と
して認識した純損失6,684百万円です。リース携帯端末のセール・アンド・
リースバック取引の詳細は「(リース携帯端末にかかるセール・アンド・リー
スバック取引)」をご参照ください。 

（注２）訴訟関連費用積立金の詳細については、｢(連結財政状態計算書に関する注記) 
4.偶発事象(3)訴訟b.(b)」をご参照ください。 

（注３）主に資産化した基地局建設費用について、スプリントのネットワーク計画変
更に伴い使用見込みがなくなったため減損しました。 

（注４）流通事業の資金生成単位は、2016年３月31日に終了した１年間より、ブラ
イトスターの米国・カナダ地域、中南米地域、アジア・オセアニア地域、ソ
フトバンクコマース＆サービス㈱、および欧州・アフリカ地域の５つになり
ました。 
上記の資金生成単位のうち、ブライトスターの中南米地域の事業計画を見直
した結果、回収可能価額がマイナスになったため、当該資金生成単位に関連
する資産の帳簿価額を零まで減額しました。減損損失の内訳は、有形固定資
産が8,070百万円、無形資産が5,563百万円です。使用価値を回収可能価額
としており、マネジメントが承認した将来計画のキャッシュ・フロー見積額
を、税引前の加重平均資本コスト22.11％で割り引いて算定しています。 
なお、ブライトスターののれんは、５つの資金生成単位をまとめたブライト
スター全体（資金生成単位グループ）に配分しています。ブライトスター全
体の減損テストを実施した結果、回収可能価額が帳簿価額を上回ったため、
ブライトスター全体に配分されたのれんの減損損失を認識していません。 
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2. 財務費用 
財務費用の内訳は、以下の通りです。 

（単位：百万円） 
支払利息 △440,744 

 
3. その他の営業外損益 

その他の営業外損益の内訳は、以下の通りです。 
（単位：百万円） 

為替差損益（注１） △45,610
デリバティブ関連損益 12,788
有価証券減損損失（注２） △32,759
関連会社株式売却損益 12,428
FVTPLの金融資産から生じる損益（注３） 114,377
貸倒引当金繰入額（注２） △21,253
その他 16,749
合計 56,720

 
（注１）2015年12月、アルゼンチン政府が外国為替政策を変更したことに伴い、ア

ルゼンチンペソの米ドルに対する価値が下落しました。その結果、アルゼン
チンの子会社が保有する米ドル通貨建貨幣性項目（現金及び現金同等物、売
掛金、買掛金等）に係る為替差損を18,614百万円計上しました。 

（注２）2016年３月31日に終了した１年間において、インドネシアのPT Trikomsel 
Oke Tbk.の株式や同社への投資に関連する融資などについては、投資額や融
資額の回収を見込めないため減損しました。その結果、有価証券減損損失と
貸倒引当金繰入額を合計38,185百万円計上しました。 

（注３）主にFVTPLの金融資産に指定した組込デリバティブを含むインドのANI 
Technologies Private LimitedおよびJasper Infotech Private Limitedなど
の優先株式投資の評価損益です。 

 
4. 非継続事業 
ガンホー・オンライン・エンターテイメント㈱ 
ソフトバンクグループ㈱は、ソフトバンクグループ㈱が保有するガンホー普通株式の一
部である188,235,200株について、2015年４月28日にガンホーが実施した自己株式の公
開買付けに応募する旨の公開買付応募契約を締結しました。本公開買付けは2015年６月１
日に完了し、ソフトバンクグループ㈱はガンホー普通株式を80,000百万円でガンホーに譲
渡しました。 
また、合同会社ハーティス（以下、ハーティス）および㈲孫ホールディングス（以下、
孫ホールディングス）は、2015年６月１日付で、ハーティスの保有するガンホー普通株式
のうち100,000,000株について質権解除の合意を履践し、当該100,000,000株について
の議決権行使合意（注）を終了しました。 
これにより、ガンホーは、2015年６月１日よりソフトバンクグループ㈱の子会社から新
たに持分法適用関連会社となりました。 
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2015年４月１日から2015年６月１日に係るガンホーの経営成績は、連結損益計算書に
おいて、継続事業と区分し非継続事業として表示しています。 

 
（注）ガンホーの代表取締役会長である孫泰蔵氏が代表取締役を務める、ガンホーの第２

位の大株主であり、孫泰蔵氏の資産管理会社であるハーティスは、2013年４月１日
付で、ソフトバンクグループ㈱の代表取締役社長である孫正義との間で質権実行の
猶予に係る議決権の行使に関する覚書（以下「本覚書｣）を締結しました。本覚書に
おいては、ハーティスの保有するガンホー普通株式の全部に、孫正義の資産管理会
社である孫ホールディングスを質権者とする質権が設定されていることに鑑み、孫
ホールディングスによる当該質権の実行の猶予を受けるため、ハーティスが、ガン
ホーの株主総会において、孫正義の指図するところに従って、ハーティスの保有す
るガンホー普通株式のうち213,080,000株（保有割合：18.50％）に係る議決権を
行使することが合意されていました。 
なお、2016年３月22日付で、孫泰蔵氏はガンホーの代表取締役会長から取締役に
異動しました。 

 
非継続事業の業績は以下の通りです。 

（単位：百万円） 
収益 26,604
費用 △17,404
非継続事業からの税引前利益 9,200
法人所得税 △3,568
非継続事業からの税引後利益 5,632
非継続事業の支配喪失に関連する損失 △12,739
投資一時差異に対する繰延税金費用 139
非継続事業からの純損失 △6,968

 
（連結持分変動計算書に関する注記） 
1. 2016年３月31日における発行済株式の種類および株式数 

普通株式 1,200,660,365株
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2. 剰余金の配当に関する事項 
（1）配当金支払額 

決議  株式の種類  
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日  配当の原資

2015年６月19日 

定時株主総会 
 普通株式  23,784 20.0 2015年３月31日 2015年６月22日  利益剰余金

2015年10月22日 

取締役会 
 普通株式  23,477 20.0 2015年９月30日 2015年12月14日  利益剰余金

 
（2）基準日が2016年３月31日に終了した1年間に属する配当のうち、配当の効力発生日が

翌連結会計年度となるもの 
 

決議予定  株式の種類  
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日  配当の原資

2016年６月22日 

定時株主総会 
 普通株式  24,085 21.0 2016年３月31日 2016年６月23日  利益剰余金

 
3. 2016年３月31日における当社が発行している新株予約権の目的となる株式の数 

普通株式 689,700株
 
4. 資本剰余金 

当社は、子会社であるスーパーセルの株式24.1％を同社の既存株主より追加取得し、当
社の同社に対する所有割合は77.8％になりました。この取引に伴い120,847百万円を「支
配継続子会社に対する持分変動」として資本剰余金から控除しています。 

 
（金融商品に関する注記） 
1. 金融商品の状況に関する事項 
（1）市場リスク 
a. 為替リスク 
当社は、投資、出資および合弁会社設立などを通じた国際的な事業展開を行っていま
す。また、海外子会社との外貨建貸付および借入れや、海外取引先と外貨建取引を行っ
ています。これらの結果として、主に米ドル、インドルピーおよびユーロのレートの変
動によって生じる為替リスクに晒されています。 
当社は、当該リスクを管理することを目的として、為替相場の継続的なモニタリング
および当社の為替エクスポージャーの管理を行っています。また、当該リスクを回避す
る目的で為替予約取引を利用しています。当社におけるデリバティブ取引については、
デリバティブ取引管理規程に従い、実需に伴う取引に限定し、定められた取引執行手続
を経た上で実行しています。 
b. 価格リスク 
当社は、事業戦略上の目的で上場株式などの活発な市場で取引される有価証券を保有
しており、市場価格の変動リスクに晒されています。当社は、市場価格の変動リスクを
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管理するため、発行体の財務状況や市場価格の継続的モニタリングを行っています。 
c. 金利リスク 
当社は、有利子負債による資金調達を行っています。有利子負債のうち一部は変動金
利であり、金利変動リスクに晒されています。当社は、金利変動リスクの未然防止また
は低減のため、固定金利と変動金利の有利子負債の適切な組み合わせを維持し、一部の
変動金利の借入金および社債については金利変動リスクを回避し支払利息の固定化を図
るために金利スワップ契約等のデリバティブ取引を利用しています。また、変動金利の
有利子負債について、金利変動の継続的なモニタリングを行っています。 
 

（2）信用リスク 
当社は、事業を営む上で、営業債権及びその他の債権およびその他の金融資産（預金、

株式、債権およびデリバティブなど）において、取引先の信用リスクがあります。当社
は、当該リスクの未然防止または低減のため、過度に集中した信用リスクのエクスポー
ジャーを有していません。また、当該リスクの管理のため、当社は、グループ各社の与
信管理規程に従い、取引先ごとの期日管理および残高管理を行うとともに、主な取引先
の信用状況を定期的に把握しています。 
 

（3）流動性リスク 
当社は、流動性リスクの未然防止または低減のため、市場環境や長短のバランスを勘

案して、銀行借入やリース等による間接調達のほか、社債やコマーシャル・ペーパーの
発行、債権流動化等の直接調達を行い、資金調達手段の多様化を図っています。また、
資金の運用については、主に短期的な預金およびMMFなどにより運用しています。また、
当社は、流動性資金およびキャッシュ・フローの予算と実績について継続的にモニタリ
ングしています。 

 
2. 金融商品の公正価値等に関する事項 

金融商品の帳簿価額および公正価値は、以下の通りです。帳簿価額が公正価値の合理
的な近似値となっている金融商品は、下表には含めていません。また、経常的に公正価値
で測定する金融商品についても、公正価値は帳簿価額と一致することから、下表には含め
ていません。 

          （単位：百万円） 
 帳簿価額  公正価値 

有利子負債（非流動）  
長期借入金 1,785,500  1,797,632
社債 6,611,947  6,099,330
リース債務 815,194  817,057
割賦購入による未払金 63,181  64,280
合計 9,275,822  8,778,299
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（1）金融商品の公正価値の算定方法 
上記の金融負債の公正価値の主な測定方法は、以下の通りです。 
a. 長期借入金 
１年内返済予定を除く変動金利付の長期借入金の公正価値は、市場金利等の観察可能
なインプットを用いた割引キャッシュ・フロー法により測定しています。1年内返済予
定を除く固定金利付の長期借入金の公正価値は、同一の残存期間で同条件の借入を行う
場合の信用スプレッドを含む金利を用いた割引キャッシュ・フロー法により測定してい
ます。 
 

b. 社債 
１年内償還予定を除く社債の公正価値は、主として市場における同一銘柄の相場価格
により測定しています。 
 

c. リース債務 
１年内返済予定を除くリース債務の公正価値は、同一の残存期間で同条件のリース契
約を締結する場合の金利を用いた割引キャッシュ・フロー法により測定しています。 
 

d. 割賦購入による未払金 
１年内支払予定を除く割賦購入による未払金の公正価値は、支払までの期間および信
用リスクを加味した利率を用いて、割引キャッシュ・フロー法により測定しています。 
 

（2）有利子負債の期日別残高 
有利子負債の期日別残高は、以下の通りです。 

         （単位：百万円） 

  
帳簿 
残高  

契約上の
キャッシュ
・フロー

1年以内
1年超 
2年以内

2年超 
3年以内

3年超 
4年以内 

 
4年超 
5年以内

5年超 

有利子負債         

短期借入金  515,408  517,573 517,573 - - -  - -

コマーシャル・ 
ペーパー  42,000  42,000 42,000 - - -  - -

長期借入金 

(1年内返済予定含む) 
 2,528,725  2,553,233 744,977 183,489 620,194 13,016  988,330 3,227

社債 

(1年内償還予定含む) 
 7,512,632  7,482,796 891,917 294,754 738,040 1,041,354  643,402 3,873,329

リース債務  1,212,186  1,212,186 396,992 331,509 254,849 157,628  65,813 5,395

割賦購入による 

未払金 
 111,480  112,110 48,925 38,845 16,116 8,224  - -

合計  11,922,431  11,919,898 2,642,384 848,597 1,629,199 1,220,222  1,697,545 3,881,951
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（１株当たり情報に関する注記） 
１株当たり親会社所有者帰属持分 2,278円85銭
 
基本的１株当たり純利益 
 継続事業 411円22銭
 非継続事業 △8円73銭
合計 402円49銭
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個別注記表 
 
（重要な会計方針に係る事項に関する注記） 
1．資産の評価基準および評価方法 
（1）有価証券 

子会社株式および関連会社株式 ：移動平均法による原価法
その他有価証券 
時価のあるもの ：事業年度末日の市場価格等に基づく時価法（評

価差額は全部純資産直入法により処理し、売却
原価は移動平均法により算定） 

時価のないもの ：移動平均法による原価法
 

 
（2）デリバティブ ：時価法
 
2．固定資産の減価償却の方法 
（1）有形固定資産 ：定額法
 
（2）無形固定資産 ：定額法

なお、自社利用のソフトウエアについては、社
内における利用可能期間（５年）に基づく定額
法を採用しています。

 
3．引当金の計上基準 
（1）貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権（子会社に対するものを除く）につい
ては貸倒実績率により、子会社への債権および貸倒懸念債権等特定の債権については個別
に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しています。 

 
（2）賞与引当金 

従業員に対する賞与の支給に備えるため、当社所定の計算方法による支給見込額を計上
しています。 

 
4．その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項 
（1）繰延資産の処理方法 

株 式 交 付 費 ：３年間で月割償却しています。 
社 債 発 行 費 ：償還期間にわたり月割償却しています。
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（2）ヘッジ会計の方法 
①金利スワップ 
 イ．ヘッジ会計の方法 
  繰延ヘッジ処理によっています。 
ロ．ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 ：金利スワップ 

ヘッジ対象 ：借入金の利息 

ハ．ヘッジ方針 

社内規程に基づき、変動金利契約の借入金について、将来の借入金利息の変動リス

クを回避する目的で金利スワップ取引を行っています。 

ニ．ヘッジ有効性評価の方法 

 ヘッジ対象の金利変動によるキャッシュ・フロー変動とヘッジ手段のキャッシュ・

フロー変動の間に高い相関関係があることを認識し、有効性の評価としています。 

 
②通貨スワップ 
 イ．ヘッジ会計の方法 
  振当処理によっています。 
ロ．ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 ：通貨スワップ 

ヘッジ対象 ：外貨建社債および外貨建社債の利息 

ハ．ヘッジ方針 

社内規程に基づき、ヘッジ対象にかかる為替相場の変動リスクを回避する目的で通

貨スワップ取引を行っています。 

ニ．ヘッジ有効性評価の方法 

 通貨スワップは振当処理によっており、ヘッジの有効性の評価は省略しています。 

 
（3）消費税等の会計処理 

消費税および地方消費税の会計処理は税抜方式によっています。 
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（貸借対照表に関する注記） 
1．有形固定資産の減価償却累計額 10,442 百万円 
 
2．株式等貸借取引契約による借入金 

関係会社株式のうち、1,147百万円については株式等貸借取引契約により消費貸借取引
を行い、契約上その担保として受け入れた現金については次のとおり計上しています。 
 
短期借入金 150,000 百万円 
 

 
3．関係会社に対する金銭債権および金銭債務 
短 期 金 銭 債 権 53,320 百万円 
長 期 金 銭 債 権 1,437,785
短 期 金 銭 債 務 38,859
長 期 金 銭 債 務 12,045

 
4．取締役、監査役に対する金銭債権および金銭債務 
金 銭 債 権 22 百万円 
金 銭 債 務 905

 
 
（損益計算書に関する注記） 
関係会社との取引高 
売上高 46,118 百万円 
販売費及び一般管理費 20,630
営業取引以外の取引高 2,681,663
 うち有価証券の譲渡金額(注) 1,189,062
（注）2016年3月10日、ソフトバンクグループ㈱はStarburst Ⅰ, Inc.の株式70.4％及

びGalaxy Investment Holdings, Inc.の全株式を、ソフトバンクグループインタ
ーナショナル(同)に1,104,010百万円で売却する株式譲渡契約を締結したことに
伴い、関係会社株式売却損345,262百万円を計上しています。 

   なお本売却は、関係当局（連邦通信委員会（FCC： Federal Communications 
Commission）を含む｡）の承認等の必要な手続きを条件としています。 

 
（株主資本等変動計算書に関する注記） 
当事業年度末における自己株式の種類および株式数 
普通株式 53,760,198 株  
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（税効果会計に関する注記） 
繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 
 
繰延税金資産 
関係会社株式 453,825 百万円 
グループ法人税制に基づく関係会社
株式売却損の税務上の繰延 105,719  
繰越欠損金 47,721
繰延資産 8,375
その他 16,450
繰延税金資産小計 632,090
評価性引当額 △632,090
繰延税金資産合計 －

繰延税金負債 
グループ法人税制に基づく関係会社
株式売却益の税務上の繰延 △10,004  
その他有価証券評価差額金 △1,555
その他 △2,023
繰延税金負債合計 △13,582
繰延税金負債の純額 △13,582 百万円 

 



― 45 ― 

（関連当事者との取引に関する注記） 
1．子会社および関連会社等 

  (単位：百万円) 

  

属性 会社等の名称 
議決権等の
所有(被所有)
割 合

取引の内容 注
取引金額  
(注 13) 

科目 
期末残高
(注 13) 

子会社 ソフトバンク㈱ 
(注１) 

所有 
直接 99.9％

ブランド使用料売上 ２ 45,643 売掛金 49,294
短期資金の返済
(借入との純額)  642,077 短期借入金 －

利息の支払 ３ 312 未払費用 －
短期資金の回収 158,000 短期貸付金 －
長期資金の貸付
(回収との純額)  351,929 長期貸付金 351,929

利息の受取 ４ 11,835 流動資産｢その他｣ －
被債務保証 ５ 4,975,773  

子会社 ＢＢモバイル㈱ 
(注６) 

所有  
－ 

長期資金の回収 715,826 長期貸付金 －
短期資金の貸付
(回収との純額)  883,296 短期貸付金 883,296

利息の受取 ４ 8,662 流動資産｢その他｣ 4,278
短期資金の借入返済 205,558 短期借入金 －
利息の支払 ３ 173 未払費用 －

子会社 ソフトバンクグループ 
インターナショナル(同) 

所有  
直接 100％

増資の引受 300,000  
有価証券の譲渡 ７ 1,104,010 流動資産｢その他｣ －
長期資金の貸付 804,000 長期貸付金 804,000

子会社 モバイルテック㈱ 
(注６) 

所有 
－ 

配当の受取 ８ 1,437,261  
短期資金の貸付 293,535 短期貸付金 293,535
利息の受取 ４ 20 流動資産｢その他｣ 20

子会社 ガリレイ・ジャパン㈱ 所有  
間接 100％

長期資金の返済 200,000 １年内返済予定の長期借入金 －
利息の支払 ３ 584 未払費用 －

子会社 福岡ソフトバンクホークス㈱ 所有  
直接 100％

広告宣伝費の支払 ９ 3,600 未払金 324
長期資金の貸付
(回収との純額) 65,400 長期貸付金 短期貸付金 

64,520
880

利息の受取 ４ 1,220 流動資産｢その他｣ －

子会社 SoftBank Group 
International Limited 

所有  
直接 100％ 増資の引受  446,538  

子会社 Brightstar Corp. 所有  
間接 100％

長期資金の貸付
(回収との純額) 12 112,494 長期貸付金 124,511

利息の受取 ４ 1,934 流動資産｢その他｣ －

子会社 Galaxy Investment 
Holdings, Inc. 

所有  
間接 100％ 増資の引受  110,493  

子会社 SB Group US, Inc. 所有  
間接 100％ 業務委託費の支払 10

12 14,085 未払金 14,085

関連会社 ガンホー・オンライン・エンターテイメント㈱ 

所有  
直接 20.8％
間接 7.7％

公開買付への応募 11 80,000  
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取引条件および取引条件の決定方針等
(注)１．2015年４月１日を効力発生日として、ソフトバンクモバイル㈱は、ソフトバンクＢ

Ｂ㈱、ソフトバンクテレコム㈱、ワイモバイル㈱を吸収合併し、2015年７月１日に
ソフトバンク㈱に商号を変更しています。

(注)２．ブランド使用料売上については、売上総利益の一定割合によっており、その料率は合
理的な基準により決定しています。

(注)３．資金の借入については、市場金利を勘案して利率を合理的に決定しています。
(注)４．資金の貸付については、市場金利を勘案して利率を合理的に決定しています。
(注)５．金融機関等からの借入金等に対して、連帯保証を受けています。なお、保証料は支払

っていません。  
(注)６．2015 年 12 月１日を効力発生日として、ソフトバンクグループ㈱は、モバイルテッ

ク㈱およびＢＢモバイル㈱を吸収合併しました。このため、取引金額は関連当事者で
あった期間の取引金額を、また、期末残高は関連当事者に該当しなくなった時点での
残高をそれぞれ記載しています。

(注)７．有価証券の売却価額については、保有する株式の売却時直近の市場価格を勘案して決
定しています。  

(注)８．取引金額の内訳は、損益計上額 1,237,139 百万円、投資勘定の減額 200,122 百万
円です。 

(注)９．球団経営活動全般がもたらす広告宣伝効果に対して支払いを行っています。
(注)10．取引条件については、交渉の上一般取引と同様に決定しています。 
(注)11．自己株式の公開買付け（公開買付期間 2015 年４月 30 日-2015 年６月１日）に応

募したものです。 
(注)12．前期末レート１米ドル＝120.17 円、当期末レート１米ドル＝112.68 円にて換算し

ています。 
(注)13． 取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれていま

す。 
 
２．役員および個人主要株主等 
      (単位：百万円) 

属性 会社等の名称 
または氏名 

議決権等の
所有(被所有)
割合

取引の内容 注 取引金額
(注５) 科目 期末残高

(注５) 

役員および 
主要株主(個人) 

孫 正義 
(孫アセットマネー
ジメント(同)) 

被所有 
直接 20.2％ 

経費の一時立替
設備使用料 
預り保証金の受取

１
 

253
42
－

流動資産｢その他｣
 
固定負債｢その他｣ 
 

22

178

役員 ユン・マー 
(Alipay Singapore 
E-Commerce Pte Ltd) 

被所有 
－ 

業務委託費の支払 ２
４

727
 

未払金 727

役員 藤原 和彦 被所有 
直接 0.0％

新株予約権の行使 ３ 98  

 
取引条件および取引条件の決定方針等 
(注)１．設備使用料については、関係会社同様、利用割合に応じて決定しています。 
(注)２．取引条件の決定については、交渉の上一般取引と同様に決定しています。 
(注)３．ソフトバンクグループ㈱の取締役就任期間中の取引金額を記載しています。 
(注)４．当期末レート１米ドル＝112.68 円にて換算しています。
(注)５．取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれています。
 
（１株当たり情報に関する注記） 
１株当たり純資産額 1,186円19銭
１株当たり当期純利益 661円90銭
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（企業結合等関係） 
子会社（モバイルテック㈱およびＢＢモバイル㈱）の吸収合併（簡易合併・略式合併） 
 
ソフトバンクグループ㈱は、2015年12月１日、ソフトバンクグループ㈱の100％子会社で
あるモバイルテック㈱及びその100％子会社であるBBモバイル㈱を吸収合併（以下「本合併｣）
しました。 
 
1．取引の概要 
（1）結合当事企業の名称 

 存続会社 消滅会社 消滅会社
①商号 ソフトバンクグループ㈱ モバイルテック㈱ ＢＢモバイル㈱
②事業内容 純粋持ち株会社 中間持ち株会社 中間持ち株会社

 
（2）企業結合日 

2015年12月１日 
 
（3）企業結合の法的形式 

ソフトバンクグループ㈱を存続会社とする吸収合併方式 (簡易合併・略式合併)。 
 
（4）結合後企業の名称 

ソフトバンクグループ㈱ 
 
（5）その他取引の概要に関する事項 

子会社管理体制の効率化を図るため、本合併を実施しました。 
 
2．実施した会計処理の概要 
｢企業結合に関する会計基準｣（企業会計基準第21号 平成25年9月13日）及び「企業結合
会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針｣（企業会計基準適用指針第10号 平成25
年9月13日）に基づき、共通支配下の取引として処理しています。 
 




